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原子力損害賠償紛争審査会による現地視察結果について 
 

 

１．日時  

令和元年７月２４日（水）～７月２５日（木） 

 

２．目的  

中間指針等に基づく賠償の実施状況を確認するため、被災地域の

現場を視察すること 

 

３．視察委員  

鎌田会長、大塚会長代理、内田委員、織委員、樫見委員、 

富田委員、中田委員 

 

４．視察先  

○２４日（水） 

富岡町   夜ノ森駅周辺、中央商店街を視察。 

         富岡町役場において、宮本町長等と意見交換。 

大熊町   大野駅周辺、大川原地区を視察。 

        大熊町役場において、石田副町長、鈴木議長等と意見

交換。 

 

○２５日（水） 

楢葉町   Ｊヴィレッジ、ここなら商店街を視察。 

         ここなら商店街交流館において、松本町長等と意見交換。 

高野病院（広野町）において、高野理事長と意見交換。 

双葉町   双葉南小学校、特定復興拠点外の民家を視察。 

          国道６号線沿いふれあい広場において、伊澤町長、佐々

木議長等と意見交換。 

浪江町   バス内より町内一円を視察。 

         浪江町役場において、吉田町長等と意見交換。 

1



 

 

原子力損害賠償紛争審査会による現地視察における 

被災自治体等の主な御発言 

 

原子力損害賠償紛争審査会事務局 

 

【富岡町】 

 ・ＡＤＲセンターにおける和解仲介手続きにおいて、被害者側は和解

案を受諾しているにもかかわらず、東京電力が和解案を拒否する事

例が出ているため、東京電力にしっかりと指導をしてほしい。また、

和解成立事例で共通する物については、中間指針等へ反映してほし

い。 

 ・営業損害について、２年分の一括賠償が終わった後、個別請求が 900

件あるが、そのうち支払われたものは 14 件しかないと承知してい

る。いったいどのように請求すれば対応してもらえるのか。東京電

力からは、支払われない理由は教えてもらえず、ただ書類が返って

くるだけということもある。 

 ・帰還している住民はまだ少ない。富岡町は避難指示の解除まで 6年

を要したこともあり、避難先に生活の拠点ができているというのが

大きな原因であると思う。もう一度ふるさとに目を向けてもらうた

めの施策を展開しつつ、戻る町民だけでなく新たな町民を呼び込む

ため、子育て支援や定住化に向けた住宅支援等の取組も進めている。 

 

【大熊町】 

 ・本年 4月に一部の地域が避難指示解除になったが、まだ住民の 96％

が帰還できてないという厳しい状況にある。避難指示が解除されて

も、住民はすぐには戻ってこない。避難先で子育てや介護をしてい

る方が、ひと段落して 10 年、20 年後に戻ってくるという場合もあ

ると考えている。 

 ・営業損害について、一括賠償の後の個別請求に対して、実際に支払

われている件数が少ない。急に間口を閉じられたような印象で、そ

もそも請求を諦めている方も多くいる。 

 ・我々は原子力災害によって、雲を掴むような業務を成し遂げなけれ

ばならなくなった。何をすればいいのか正確な答えは無い。ただ、

住んでいてよかった、安心して生活できたというような取組を進め

たい。 

 

【楢葉町】 

 ・精神的損害や財物損害については、大部分の賠償が支払われている
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と承知しているが、一部まだ請求をしていない住民もいる。御自身

の思いとして、賠償金をもらうべきではないと考えている方もいる

と聞いている。賠償自体を知らずに、そもそも請求をしないでいる

という方はほとんどいないと考えている。 

 ・今後の町づくりの柱として、「教育」「農業」「健康」という３つを掲

げている。教育政策においては、「日本一の教育環境を目指す」こと

を掲げ、様々な取組を進めている。子どもたちは宝であり、思いつ

く施策をどんどんスピード感をもって取り入れている。 

 ・基幹産業である農業については、以前から盛んであった稲作の再開

を進めるとともに、新たな取組として、収益率の高いさつまいもの

栽培をはじめており、稲作とさつまいもの二本柱で進めている。 

 

【高野病院】 

 ・東京電力の賠償に対する態度を改善してほしいと考えている。原発

事故がなければ流出しなかった医療・介護専門職の補てんに要した

費用を単なる「病院の経営判断（だから賠償を支払う必要がない）」

でかたづけられた。「個別に丁寧に対応」し、「誠意をもって十分な

対応」をしてほしい。 

 ・ADR センターが示す和解案に強制力がないため、賠償手続きや議論

が進まないのではないか。 

 ・度重なる東京電力からの資料請求や、被害者からの質問への回答遅

延、当初説明や議事録内容の翻意が、結果的に和解遅延を助長して

いると感じている。 

 ・当地域において、東電の事故が原因でない損害など何一つないとい

うことを国も東電も再認識していただきたい。 

 

【双葉町】 

 ・長期に渡る避難生活により、家庭環境が崩壊し、避難先に馴染めず

いじめや孤独感が増している町民がいる。双葉町は避難指示が出さ

れた市町村で唯一全町避難継続中の町であるという状況を理解し、

町民の実態把握をした上で、指針の見直しや生活支援策を検討頂き

たい。 

・来年春に予定している避難指示の一部解除は、住民の帰還を伴わな

い特殊な解除であることを原賠審の委員には理解した上で審議をお

願いしたい。 

 ・ＡＤＲセンターは公平かつ迅速に裁判より簡素化した対応をするた

めの組織であるにも関わらずその和解案を東京電力が拒否してい

ることについては、誠に遺憾である。 
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・未だに賠償請求権を行使していない本賠償未請求者がいるという事

は把握している。ただし、未請求者の情報は個人と東京電力の案件

になるため、詳細情報は町では把握していない。賠償の権利を有し

ていることを理解していない対象者への周知が完了していない状態

で未請求者が請求権を失うことがないように、時効の延長を含め検

討頂きたい。 

 

【浪江町】 

 ・復興がなかなか進まない。農地の大規模太陽光発電や中心市街地

の家屋解体等があり、町を元に戻すことは不可能。地域コミュニ

ティ破壊が深刻であり、再構築は困難なうえ避難先でも孤独を感

じている。今もって精神的苦痛は続いており、月額 10万円では慰

謝されていない。 

 ・集団申立ての打切り後に住民説明会を行い、ＡＤＲセンターへの

再申立て等を促進しているが、申立て件数は伸びない。町の進め

た申立てが東電の拒否により長期化したうえ白紙となり、期待が

裏切られ、個人で申立てても仕方がないと諦めが加速した。 

 ・東京電力は「被災者に寄り添う」と言い、国も指導しているが実現

していない。中間指針を改めてもらい、東京電力に原因者としての

責任を果たしてもらいたい。 
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